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新型コロナウィルス関連情報 
  緊急事態宣言は解除されたものの、経済活動はコロナ以前とは比べ物にならな

いほど低迷したままです。まだしばらくは厳しい状態が続くと思われますが、事

業者の方などへの支援策も次々に打ち出されているところですので、これらの制

度をうまく使って乗り切りましょう。 

また、支援金などを装った詐欺も発生しているようです。電話で口座番号やキ

ャッシュカードの暗証番号を聞いて来るのは詐欺だと思って下さい。 

「通帳のコピーが薄くて口座番号が読めないです、このままでは振り込めません」

とか何とか言ってくるかもしれませんが、絶対に教えないで下さい。もし本当だ

ったとしても、もう一度コピーを送りなおせばいいだけですから。 

 

家賃支援給付金（申請期限 令和３年１月１５日まで） 

事業のために使う土地・建物の賃料を対象とし、法人で最高６００万円、個人

で最高３００万円が支給されます。 

支給額は下記により計算した金額の６倍が支給されます。 

：法人の場合（月上限１００万） 

月額賃料７５万円以下・・・賃料×２／３ 

月額賃料７５万円超・・・５０万円＋７５万円を超える部分の１／３ 

：個人の場合（月上限５０万） 

月額賃料３７万５千円以下・・・賃料×２／３ 

月額賃料３７万５千円超・・・２５万円＋３７万５千円を超える部分の１／３            

 

・主な条件 

本年５月から１２月において下記のいずれかに該当する者 

①  いずれか１カ月の売上高が前年同月比で５０％以上減少 

②  連続する３カ月の売上高が前年同期比で３０％以上減少 

・主な必要書類 

①  法人は前事業年度、個人事業主は２０１９年度の確定申告書の控え 

②  売上減少となった月の売上台帳等の写し 

③  賃貸借契約書のコピー 

④  直前３カ月間の賃料支払いを証明する書類 

⑤  振込先となる口座の通帳のコピー 

⑥  本人確認書類（運転免許証など）の写し 

⑦  契約更新、賃料改定などがあった場合はその旨を証明する書類 
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持続化給付金（申請期限 令和３年１月１５日まで） 

感染症拡大により、特に大きな影響を受ける事業者に対して事業全般に広く使える給付金（中小法人は最大２

００万円、個人事業者等は最大１００万円）が支給されます。 

・主な条件 

１カ月の売上が前年同月比で５０％以上減少していること 

・主な必要書類 

①  法人は前事業年度、個人事業主は２０１９年度の確定申告書の控え 

②  売上減少となった月の売上台帳等の写し 

③  振込先となる口座の通帳のコピー 

④  本人確認書類（運転免許証など）の写し（個人事業主のみ） 

 

雇用調整助成金（コロナ特例） 

今回の雇用調整助成金は、新型コロナウイルスの感染拡大によって業績が悪化した事業者に支給されます。新

型コロナウイルスの影響で、従業員に休業手当を支給して会社を休ませた場合などに、負担した費用の一部を雇

用調整助成金で補うことができます。 

 助成額は、解雇を行っていない中小企業の場合支払った休業手当×日数分（上限１万５千円/日）です。 

・主な条件 

「休業開始月」「休業開始月の前月」「休業開始月の前々月」のいずれかと、「前年同月」「前々年同月」「前年

同月から前月までの１月」を比較し、売上が５％以上減少していること 

申請期限は、支給対象期間の末日の翌日から２か月以内です。例）７/１～７/３１休業の申請期限９/３０ 

ただし、支給対象期間の初日が１/２４～５/３１の休業の申請期限は、特例により８/３１までです。 

また雇用調整助成金の申請は通常１カ月ごとに行うことになっていますが、緊急対応期間（４/１～９/３０）

では数か月分をまとめて申請することもできます。 

 

国税の申告納付期限の延長について 

 国税の申告納付期限に関しては、従来より災害等による延長制度がありました。今回、この「災害等」に新型

コロナウィルスによる被害が含まれることが明確にされ、さらに次のようなケースでも適用可能となる旨が明

らかにされました。 

①  申告を依頼している税理士（事務所の職員を含む）が感染したこと 

②  納税者本人や経理担当者が感染し又は感染者に濃厚接触した事実がある、感染拡大防止のため在宅勤務を

勧奨している、などの理由により通常の業務体制が維持できない状況が生じたこと 

③  その他、感染症の影響により期限までに申告・納付が困難である場合 

なお、延長できる期間は「申告納付ができるようになった日」までとされています。理屈としては状況次第で

いつまでも延長できることになるのですが、いつかは払わなければならないのでご注意下さい。 

 

これらの内容についてご不明な点や疑問点あれば担当者までお気軽にご連絡下さい。 
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